
ｍ． 財務の概要

１． 監査手続

　

当年度決算については、 平成２７年３月 ２７日第１１８回評議員会及び第３２４回理事会の承認によって

事業計画及び予算の補正が承認されました。 次いで、 ５月 ２０、 ２１、 ２２日において、 あゆみ監査法人に

よる監査 （私立学校振興助成法第１４条第３項の規定－に基づく監査）、 並びに５月 ２１日の監事監査 （私

立学校法第３７条第３項の規定に基づく監査） 及び臣葺事・監査法人連絡会を経て、５月２９

　

日第３２６回

理事会の承認によって決算が確定し、 第１１９回評議′員会への報告が行われました。

　

当該会計期間の監査法人監査は、 会計全般に亘って、 期中を通して７名の公認会計士により合計６４

日の監査が行われました。 一方、 監事監査は毎月の…理事会への監事の出席とともに、 公認会計士と相

互の役割や監査手法の調整がなされた上で、 法人の業務執行と財産状況の監査が行われました。

監査の結果、法人の業務執行状況及び財産状況について、不整なく、計算書類は学校法人会計基準

に準拠し、 当該会計年度の経営状況及び財政状態を適商正に表示していることが確認されています。

２． 資金収支計算結果の概要 （文中の表示金額は１０万円単位の切り捨て表示を基本とする。）

　

この計算書類は、 現金収支の顛末を明らかにしてそれらの管理・保全を行いつつ、 当年度の学校運

営について、 諸活動に対応する全ての収支を明らかにして、 当初計画 （予算） と実績を比較しながら

評価することが目的です。 当年度の活動概況や各科目の内容等は以下のとおりです。

（１）学納金収入

　

当年度は ６０．９７億円を計上しました。 当初予算では ５９．７１ 億円を計上しており、 約 １．２６億円を上方

修正しま した。 また、 前年度 （６０．３１億円） と比べ、 約０，６６億円が増加 （大学 ０，０８ 億円減、 短大０，２１

億円増、高校ｏ．５２億円増） しました。前年度からの増額の理由は、短大学生数、高校生徒数の増加（短

大２６名増加、 高校５７名増加） によります （大学学生数は２７名減少）。 定員充足率 （総定員） は、 大

学学部１，２３倍、 大学院１，０１倍、 短大１．２６倍、 高校１．２３倍となっています。

　

なお、 学費単価について、 本学では父母負担の軽減に特に配慮し、 経営の合理化を図りながら 「低

学費政策」 をとっています。 従い、 大学は全国的にも低学費傾向である九州地区の同系統大学等との

比較において低位にあります。 短大も、 学納金の一部値上げを行いましたが、 依然として九州地区同

系統短大等との比較において低位にあります。 高校は、 福岡県下私立高校の中位に位置しています。

　

おって、 修学期間中の経済的困窮には極めて柔軟に対応 （奨学金紹介、 独自奨学制度・分割納入制

度等） する方針を堅持しています。 他大学等が経済白くＪ理由による退学を増加させている中で、 本学は

減少傾向にあり、米収入金の発生は毎年僅少、 当年度は３校全体で約０，８百万円と極めて少額でした。

また、 過年度未収入金の回収については、 全く問題は生じていません。

（２）手数料収入

当初予算 （１．６４億円） に対して０．１１億円減少の１．５３億円を計上しま した。 前年度 （１．５３億円） と、

ほぼ同額です。 当初予算から減少した理由は、 大学及び短大で Ｗｅｂ出願を導入（郵送出願より低額）

したことにより、 当出願が予想を上回ったため、 入学検定料収入が減少しました。

（４８）



（３）寄付金収入

当初予算 （ｏ．３３億円） に対して ０，３５億円を計上し、２百万円の増額となりました。 前年度 （０．５１億

円） と比べて０，１６億円が減少しています。 企業からの研究支援大型寄付 （約０．１６億円） が当年度は生

じなかったことによります。

　

なお、 計上額の内訳は、 大学で９ 百万円、 高校で

　

０．２５億円となっています。 これらは高校 ＰＴＡ か

ら課外教育活動支援のために、 また、 企業等から学篠斤研究支援として、 さらに、 教育後援会や同窓会

等からは就職支援や奨学制度に対して、 積極的な支援を受けたものです。

（４）補助金収入

　

当初予算 （１３．５２億円） に対して１４，５］億円を計上 し、０．９９億円の増額となりま した。 前年度 （１４．４８

億円）と比べて３百万円の増額となっています。前年度交付された国の施設・設備整備費補助（約１．４６

億円） は、 大型施設・設備の申請 （購入） が少なかったため減額しましたが、 大学が私大等改革総合

支援事業の４項目の全選定等により一般・特別補助が増額配分され、 その減額分を補いました。

　

なお、私大等経常費補助金 （本学の補助金収入の約９割） の交付基準は、２２年度以降、 教育の質向

上を促すために様々な変更が行われています。授業内容及び方法の改善につながる組織的研究・研修

（ＦＤ）、 シラバス （授業計画） 充実等による単位制の実質化や、 厳格な成績評価の導入等の取組等が

なされなければ補助金は減額される （増額しない） 配分手法が強化され、 更に教育研究活動情報の公

表度合いを高めさせる仕組みも導入されました。

従い、 教育改善やその情報公開の実施度合いに応じて補助金収入の多寡が決することから、 財政的

理由からもそれらへの積極的対応が求められています。

　

当年度の補助金交付状況は、 次のとおりです。

（千円単位）文部科学省等の補助金一覧

補助事業等名 ２６年度 ２５年度

文部科学省 私立大学尊胡ノし訣満等整備費補助金

産業界のニーズに対応した教育改善・充実体制整備事業（九州・沖縄大学連携）

　　　　

〃

　　　　　　　

（福 岡・佐賀地区インターンシップ）

大学間連携共同教育推進事業（学部分）

　　　　

″

　　　　　　　　

（大 学院分）

大学教育再生加速プログラム（アクティブラ←ニング）

戦略的研究基盤形成支援事業

６４，１７１

１７，５６５

１，４０７

９，２６５

５，３８０

１６，３８８

２４，６００

１４６，１７３

２１，８９８

６，８１７

５，１７０

２９．６６６

経済産業省 分散型電源導入促進事業費補助金 １１，０３２

私学事業団 私立大学等経常費補助金一般補助

同上特別補助

５５１，９０８

１３７，６９０

５２０，２７１

９６，９０６

福岡県 経常費補助金（高校分）

授業料軽減補助金（高校分）

設備整備費補助金（高校分）

５６０，２３０

５８，８５０

５５０，５６１

５４，５９２

　

１，５４１

福岡市 設備整備補助、結核予防費補助金 ３，５６５ ３，４１０

福岡県私学協会 心臓検診費、人権・同和教育補助金（高校分） ６１０ ５５８

合

　

計 １，４５も６２９ １，４４８，５９５
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（５）資産運用収入

　

前年度 （１．５２億円） と比べ８ 百万円が減少し、１．４３億円を計上しました。 本学は、 現行の建物・大

型設備等の更新原資や奨学基金を超長期国債（２０年、運用利率は約２％） で運用しているため、 現在

の低金利の影響は軽微です。 しかし、 上半期に満期値賞遺した社債 （３０億円）を移管した国債や福岡県

公債、 商工債等について、 当年度中は利息の受取期日が到来しないために減少しました。

　

なお、 本学は安全性を重視して、 国債、 格付けの高い普通社債及び長期の定期預金に運用を限定（
－

部、 地元企業ネットワークを充実するため株式を保有）しています。 債券運用に関しても、 全て満期
ま

で保有することを基本としており、元本全額が償還されますので損失を生じさせることはありません。

（６）資産売却収入

　

社債が満期償還となったため、 その償還額 ３０億円を計上しました。（前年度は、 資産 （土地等の ・

動産） の売却や有価証券等の満期償還がなかったため、 計上額はない）

（７）事業収入

　

当初予算 （１．９ー億円） に対して ０，１４億円が減少し １，７６億円を計上しました。 前年度１．６９億円と比

べ、 ６ 百万円が増加しています。 これは、 入寮者数の増加や、 セミナーハウスの利用者増による利用

料収入の増加等によります。

（８）雑収入

前年度 （３，７０億円） と比べ、１．５３億円が増加し５．２４億円を計上しています。 これは、 当年度の退職

者が前年度と比べ多かった （定年退職が増加） ことにより、 私立大学退職金財団等の退職金団体から

の交付金が増加したことが要因です。

　

なお、 当初予算 （５．１１ 億円） と比
べ、０．１３ 億円が増加しています。 日本学術振興会の科学研究費補

助金への採択率が、 当初より向上したことに伴う間接経費の増加が主因です。

（９）人件費支出

　

当初予算 （５１，８０億円） に対して５１．４３億円を計上し、０，３６億円が減少 しました。 減少した要因は、

暫定的に予算計上した定年退職以外（選択定年制度を利用した自己都合退職者）の退職金が減少（利

用者は３名から２名に減少） したことによります。 また、 前年度 （４７．８２億円） と比較し３．６０億円が

増加していますが、 これは退職金の増加 （定年退職者４名増 （２５年度１３名、２６年度１７名）、 前年比２

億円増）と派遣職員を直接雇用へ切り替えた（会計処理が報酬支払手数料から人件費へ変更）ことが

主因です。

　

なお、 人件費抑制策として、 ベースアップの抑制、 教員や専任事務職員退職者の若年者による補充

等を継続して実施しています。 また、 長期的な施策として、 選択定年制度導入による抑制を行ってい

るところです。 将来的な施策として、２０年度からの新規採用者の定年年齢引き‐下げ （現行の上限を７０

歳から６５歳へ引き下げ） を行いました。

　

さらに、 第 ３ 次財政計画の議論において大学・短大の専任教職員の定常的賃金は暫く安定化するこ

とが確認され、 これを確実にする仕組みづくり （人件費配分計画など） を行い、 この人件費の安定期

に、 学部改組、 募集力強化、 就職支援強化等に向けた一層の
「人材育成・適正配置等の攻撃型人事戦

略」 を構築することが計画として組み込まれました。

（５０）



　

また、 平成１７年１０月から大学、 短大及び高校
事務務職員に、 平成１８年４月から高校教員に、 それぞ

れ業績評価制度を導入し、 組織の活性化と人材育成に継続して努めてい
ます。

（ｌｏ）教育研究経費支出

　

当初予算 （１５．７９億円） に対して１７，１３億円を計
上 し、 全体として１．３４億円が増加 しています。

増加

の要因は、 採択制補助金の対象となる取組については、 不
採択の場合には取組を行わないものとして

予算化していませんでしたが、 当該取組の補助採択に伴い実施したことによります （帰属
収入の上方

修正に応じて当該支出を拡大した）。

　

また、 前年度 （１８．５８ 億円） と比べ １．４４ 億円が減少しました
が、 これは、 以下の科目ごとの増減理

由によります。

　

なお、 本学園では教育改革・改善の重要性から、 前
述 「ロー１， 重点的取組 （特別予算 （ＡＰ） を中

心をこ実施した取組）」 のとおり、 毎年の予算編成の重点を
「教育改善」「就職支援」及び「志願者確保」

の諸事業に据え、 特別予算によって積極的な財政支援を行っており、 前二
者に係る費用の多くがこの

教育研究経費に計上されます。 従って、相応 （他大学等と比
べ高い傾向） の金額が計上され、 学生・

生徒に対する学納金の還元が大きくなっています。

　

加えて、本学（大学）では、経費を抑制しながら諸活動の活
力や質を向上させる取り組みとしてＰＤＣＡ

に基づく予算管理システムを導入し、 諸計画の実現性を向上させつつ成果を拡大し、 費用効率化
・低

減の取組を併行して行っています。

　

設置学校別に科目別でみて、 前年度と比べ増減の大きい項目とその要因は下表の
とおりです。

（千円単位）１）大学の教育研究経費 （１，０００万円以上の増減を生じた科目等）

科目等 ２６年度 ２５年度 増減額 増減の要因

消耗品費

修繕費

賃借料

実験研究費

報酬手数料

雑費

その他経費＊ｌ

４１，０８３

７０つ３２９

１３，５７４

２１１，９１４

２１４，８８８

７８つ５９７

７２０，０１２

７６，９４６

１０９，０９８

３５，２５８

１９８，５８８

２５５，７１３

６７，８２３

７２７，７４７

△３５つ８６３

△３８，７６９

△２１，６８４

　

１３，３２６

△４‐０，８２５

　

ｌｏ，７７４

△７，７３５

（新情報教育システムソフトウガ代が当年度は生じない）

（新情報教育システム一括保守料が当年度は生じない）

（情報教育システムレンタル料半期分が当年度は生じない）

実験設備更新に伴うソフトウ汀代、設置手数料など

派遣職員数の減少（直接雇用へ移行）

地域連携・国際交流・就職支援イベント、 強化クラブ支援

合

　

計 ｉ，３５α３９７ １，４７１，１７３
△ １２０，７７６

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

′

＊１

　

研究図書費、 光熱水費、 通信運搬費、 旅費交通費、 印刷製本費、 租税公課、
損害保険料、 衛生

清掃費、 学生厚生費、 奨学費、 委託共同研究費、 諸会費、 負担金、 渉
外費、 出版物費など

（千円単位）２）短大の教育研究経費（１００万円以上の増減を生じた科目等）

科目等 ２６年度 ２５年度 増減額 増減の要因

実験研究費

報酬手数料

その他経費＊２

５，７８２

１０，９９１

５５，６０５

２２，１８５

１２，３６７

５３，３８５

△１６，４０３

△１，３７６

　

２，２２０

（新情報教育システムソフトウ・ァ代、保守料が当年度は生じない）

派遣職員数の減少 （直接雇用へ移行）

合

　

計 ７２，３７８ ８７，９３７ 乙 １５，５５９

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

′

＊２

　

消耗品費、 研究図書費、 光熱水費、 通信運搬費、 旅費交通費、 修繕費、 賃借
料、 印刷製本費、
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租税公課、 損害保険料、 衛生清掃費、 学生厚生費、 奨学費、 委託共同研究費、 諸会費、 負担金、

渉外費、 出版物費、 雑費など

３）高校の教育研究経費 （２００万円以上の増減を生じたこ科目等）

　　　　　　　　　　　　　

（千円単位）

科目等 ２６年度 ２５年度 増減額 増減の要因

消耗品費

旅費交通費

奨学費

雑費

その他経費＊３

７，８５０

３６，５０８

１３４，９４３

１４，７８５

９７，１３０

１６０８８

２６，５９７

１４７，５８０

１０，１０６

９９，３５７

乙 ８フ２３８

　

９，９１１

乙 １２，６３７

　

４，６７９

乙 ２，２２７

教材用消耗品を予納金からの負担に変更

部活動大会出場旅費の増加

就学支援金活用による減少、減免対象生徒数の減少

部活動大会出場経費の増加

合

　

計 ２９も２１６ ２９９，７２８ △８，５１２

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

′

＊３

　

研究図書費、 光熱水費、 通信運搬費、 修繕費、 賃借料、 印刷製本費、 租税公課、 損害保険料、

衛生清掃費、 学生厚生費、 報酬支払手数料、 負担金、 出版物費など

（１１）管理経費支出

　

当初予算 （６．３８億円） に対して、０，５５億円が増加 し６．９３億円を計上しました。 増額の主因は、 帰属

収入の上方修正を要件として予算配分を留保していた取組について、 収支状況に応じて実施したこと

によります。 前年度，（６，９８億円） に対しては、４百万円が減少しています。

　

なお、 設置学校別で科同別にみて、 前年度と比べて増減の大きい項目と、 その主たる理由等は次の

とおりです。

１）大学の管理経費 （１，０００万円以上の増減を生じた科目等）

　　　　　　　　　　　　　　　

（千円単位）

科目等 ２６年度 ２５年度 増減額 増減の要因

賃借料

渉外費

海外研修派遣

その他経費＊ｌ

２２，３７４

４，１４４

ｌｏ，７２０

３８６，４１４

　

８，８５０

１５，３６８

　

０

３８０，４８５

　

１３，５２４

乙 １１，２２４

　

ｌｏ，７２０

　

５，９２９

教職員海外研修用住居家賃など

（前年度は海外研修派遣費用を計上）

教職員海外研修諸経費（当年度より科目設定）

合

　

計 ４２３，６５２ ４０４，７０３ ］８，９４９

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ノ

＊１

　

消耗品費、 光熱水費、 通信運搬費、 旅費交通費、 修繕費、 印刷製本費、 租税公課、 福利厚生費、

損害保険料、 衛生清掃費、 広報活動費、 報酬支払手数料、 諸会費、 負担金、 出版物費、 雑費、

補助金返還金支出など

２）短大の管理経費 （１００万円以上の増減を生じた科目等）

　　　　　　　　　　　　　　　　

（千円単位）

科目等 ２６年度 ２５年度 増減額 増減の要因

印刷製本費

報酬手数料

その他経費＊２

２，７１４

３，９３７

１５，５７３

３，７７７

１，０２２

１５，２４７

乙 １，０６３

　

２，９１５

　　

３２６

入試要項部数減、リーフレット印刷当年度なしなど

１Ｐ改定費用、オープンキャンパス委託費など

合

　

計 ２２，２２４ ２０，０４６ ２，１７８

＊２

　

消耗品費、 光熱水費、 通信運搬費、 旅費交通費、 修繕費、 賃借料、 福利厚生費、 損害保険料、

衛生清掃費、 広報活動費、 諸会費、 負担金、 渉外費、 出版物費、 雑費、 補助金返還金支出など

（５２）



３）高校の管理経費 （１５０万円以上の増減を生じた科目 等）

　　　　　　　　　　　　　　　　

（千円単位）

科目等 ２６年度 ２５年度 増減額 増減の要因

旅費交通費

福利厚生費

報酬手数料

雑費

その他経費＊３

８，３４９

３つ７２５

２６，９８５

７，３２７

３４，６１１

５，８０７

２，１７６

５１，９５１

９つ６７０

３３，２６５

　

２，５４２

　

１，５４９

△２４，９６６

△２，３４３

　

１，３４６

宮若地区通学バス代の増加など

女子職員制服代、 退職・く年勤続者記念品など

派遣職員数の減少 （直接雇用へ移行）

保護者向もｉ学校説明会飲食代の減少

合

　

計 ８０，９９７ １０２，８６９ 乙 ２１，８７２

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

′

＊３

　

消耗品費、 光熱水費、 通信運搬費、 修繕費、 賃イ昔料、 印刷製本費、 租税公課、 損害保険料、

衛生清掃費、 広報活動費、 負担金、 渉外費、 出版物費、 補助金返還金支出など

（１２）施設関係支出

（施設．設備整備の目標や基本的考え方については、 前述１５頁のロー４ 「施設投資等の活動ｉ

　

参照）

科目・部門別支出額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（千円単．位、 （

　

） の金額は前年度実績額）

　　　　

用

　

途 等 学園共通・大学 短

　

大 高

　

校

土地

　

２６４，４８３

（

　

３９，３３０）

　　　

０

（

　　　　

０）

　　

０

（

　　　　

０）

建物

　

１５８，３８８

（

　

１３２，０５７）

　　

５，３５７

（

　　

２，８０２）

　

３１，５４３

（

　　

３９，７１５）

構築物

　　

３７，９４２

（

　

１９，５０８）

　　

１，２６１

（

　　　　

３９）

　　

７，５２４

（

　

１８，２０２）

建設仮勘定 （決算時点で工事等が完

了していない施設関係支出）

　　

４８，５６４

（

　　　

４，ｏ１８）

　　

０

（

　　　　

０）

　　　

０

（

　　　　

０）
ノ

（１３）設備関係支出

（施設．設備整備の目標や基本的考え方については、 前述１５頁のロー４ 「施設投資等の活動」 参照）

科目・部門別支出額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（千円単位、（

　

） の金額は前年度実績額）

用

　

途 等 大

　

学 短

　

大 高

　

校

教育研究用機器備品

　

＜５万円以上の設備類＞

　

４１１，２８３

（

　

５４０，４３６）

　　

２，２００

（

　　

３０，３７０）

　

２６，５８５

（

　　

８，１６３）

その他の機器備品

　

＜５万円以上の事務用機器＞

　　

１３，３９８

（

　

１２，６３２）

　　

０

（

　　　　

０）

　　

７〉５９３

（

　　　

４８４）

図書

　　

１４，８６１

（

　

１８，６６９）

　　　

３７５

（

　　　

４８４）

　　

１，３７０

（

　　

１，４２３）

車両

　　

３２，６８９

（

　　　　　

０）

　　　

０

（

　　　　　

０）

　　

０

（

　　　　

０）

（５３）



３．消費収支計算結果の概要

　

この計算書類は、 上記の資金収支計算書を基に非資金的収支 （現物寄付、 減価償却額、 各種引当
金

の計上等の資金流入・流出を伴わない収支） を加えて作成します。 学校法人の永続的な維持を図るに

当たっての重要な情報として 「採算性」 を表し、 当
‘年度の経営成績を評価するものです。

総収入に相等する帰属収入合計（法人の財産となる収入）は、当初予算（８３．８４億円）に対して、８５．５０

億円を計上し１．６５億円の上方修正となり、前年度（８４，５８億円）と比
べて０，９１億円の増加となります。

　

一方、 総支出に相等する消費支出合計は、 当初予算 （８２．７７億円） に対して１．６２億円
増加の８４，４０億

円を計上し、 これは前年度の８３．ｏｏ億円と比べ１．３９ｆ意円の増加となります。

　

一般的に実質的な黒字と解されている帰属収支差客預（帰属収入合計－消費支出合計）は当初予算（プ

ラスー．ｏ７億円） に対して３百万円上方修正の１．ｌｏｔ意円を計上しました。 この金額が正味財産 （資産－

負債）の増加額（財政的成長の幅）となります。

　

設置学校別にみると、 大学が２．７４億円、 短大が ０‐２７億円、 高校が ０．７８億円の３設置校ともに収入

超過となっています。 大学は、 過年度から継続して一定の帰属収支差額を確保しており、 安定的な収

支状況と評価しています。

　

短大は、２５年度から２か年連続で入学者が計画どおりに確保できたことや、 当年度から学納金の－

部値上げを行ったことなどを主因として収入超過となりました。 しかし、 学納金依存率 （人件費／学

納金） の高さや、 教育研究経費比率 （教育研究経費／帰属収入） の低さは、 大きな課題・問題
として

認識しています。

　

一方、 高校は、 財政健全化の諸施策が進展し、２４

　

年度から引き続き収入超過で、 約 ７８ 百万円を計

上しました。 今後も、 奨学費抑制等の支出削減によって安定財政が維持される見通しです。

４． 貸借対照表の概要

　

この計算書類は、 当年度末時点での資産、 負債の保有状況を明らかにして、 財政状態の健全性 （必

要資産が自己資金によって保持されているか、 また、 そのゆとりは十分にあるか、 資産構成上、 流動

性は十分か等） を評価するものです。

前年度と比し大きく変動した項目とその理由は下表のとおりです。

（千円単位）（１）有形固定資産の変動

　　

資産の種類 前年度末幻 増加 減少＊２ 当年度末 摘要

土地

建物

構築物

教育研究用機器備品

その他の機器備品

図書

車両

建設仮勘定

３，２０５，２８６

１３，６７８，１５７

１，２８４，９３４

１，８３３，７２６

　

４２〉８１５

１，０８８，５０１

　

３８，８６２

　　

４，０１８

２６４，４８４

１９９，３０６

４６つ７２７

４６４，１３７

２０，９９１

１７，４７２

３２，６８９

４８，５６４

　

０

５６０，５７２

１００，６１４

２９５，０４９

　

９，３３４

　　

３０９

１４，１８８

　

４，０１８

３，４６９，７７０

１３，３１６，８９１

１，２３１，０４７

２，００２，８１３

　

５４，４７１

１，１０５，６６５

　

５７，３６３

　

４８，５６４

①

　

②

　

③

　

④

　

⑤

　　

⑥

　

⑦

合

　

計 ２１，１７６，２９８ １，０９４，３７１ ９８４，０８４ ２１，２８６，５８５

　　　　

ノ

＊１

　

減価償却後の残高

　　　　

＊２

　

減価償却による減少額を含む。

（５４）



①増加は、ＦＩＴアリ←ナ西側及びＤ棟 （大学校舎） 南側土地購入による。

②増加は、 正門守衛室建替え、 α棟ＧＨＰ空調更新、 カルサイト整備、 高校玄関自動ドア化、
大学講義

室 （３教室） アクティブラーニング化、 国際交流スペース整備等による。

③増加は、 正門守衛室周辺整備、 和白・新宮・塩浜グラウンド整備、 危険物倉庫新設、
坦心寮整備に

　

より、 減少は、 減価償却による。

④増加は、 正門守衛室建替え、 防災・減災システム研究用設備購入、 図書館システ
ム更新、 アクティ

　

ブラーニング教室整備、教育研究用備品の購入等により、減少は、耐用年数満了備品の除却による。

⑤増加は、 会計・学費システム更新、 坦心寮給湯器更新等であり、 減少は、 耐用年数満了備品の
除却

　

による。

⑥増加は、防災・減災システム研究用車両の購入、晴教員海外研修先で使用する乗用
車の購入等であり、

　

減少は、 リース車両の中途解約に伴う除却による、

⑦増加は、 おとめが池護岸工事他による。

（千円単位）（２）その他の固定資産

　　

資産の種類 前年度末 増カロ 減少均 当年度末 摘要

借地権

電話加入権

施設利用権

預託金

保証金

長期有価証券

退職給与引当特定資産

施設拡充引当特定資産

教育設備引当特定資産

第３号基本全引当特定資産

　

１９，８０５

　

５，１５７

　

１５，０５８

　

２４，８０９

　　

４５０

２，３３５，８９０

１，６０ＱＯＯＯ

４，６２３，６００

５００，０００

１，５００，０００

　　

０

　　

０

　　

０

　　

０

　　

０

１，２９２，８１９

　　

０

１，６０６，４００

　　

０

　　

０

　　

０

　　

０

　

２，４２７

　　

０

　　

４５０

１，４０９，２３７

　　

０

１，６００，０００

　　

０

　　

０

　

１９，８０５

　

５，１５７

　

１２，６３１

　

２４，８０９

　　

０

２，２１９，４７２

１，６００，０００

４〉６３０，０００

５００，０００

１，５００，０００

①

　　　

②

合

　

計 １０，６２４，７７０ ２，８９９，２１９ ３，０１２，１１４ の，５１Ｌ８７５

　　　

ノ

勺

　

減価償却による減少額を含む。

①増加は、 国債、 福１岡県公債、 商工債等の購入により、 減少は、 社債の満期償還による。

②増加は、 社債の満期償還によって増加した現預金の繰入であり、 減少は、 社債の満期償還に
よる。

（３）流動資産

流動資産のうち、 大きな変動があったものは未収入金 （０．６３ 億円増加） です。 これは、 退職金団
体

交付金の増加によるものです。 退職金団体交付金は年度末の退職金支給実績に基づいて、翌年度 ４月

に交付・入金されるため毎年、 未収入金として計上されます。

なお、 その他の科目については重要な変動はありません。

（４）負債

　

固定負債は前年度と比べ ０．９３億円が減少しています。 これは、 日本私立学校振興・共済事業団借入

金 （無利息、 経済的事由による修学困難者救済を目的） の返済や、 退職給与引当金の減少 （退
職金支

払いの準備として、 会計基準によって負債化しておくべき金額の減額） によるものです。

（５５）



流動負債は前年度と比べ１，３２億円が増加しています。 増加の主因は入学金等の前受金の増加です。

これは、２７ 年度の大学入学者が前年度と比し増加
ｒすることや、 在学生からの前期授業料の収納時期が

早期化したことによります。

その他の科目については重要な変動はありません。

（５）基本金

　

第１ 号基本金に、ＦＩＴアリーナ西側及び Ｄ 棟南ィ則土地の購入費用、 正門守衛室建替え、 大学カルサ

イト整備、 講義室のアクティブラーニング教室への己改装費用等の組入れを行っています。

第３号基本金（１５億円）は、本学独自の奨学制度の安定化を目的に奨学基金として設定しています。

本学独自に、 経済的に修学困難な学生・生徒の学習杉幾会の保障、 並びに優秀な学生・生徒の教育研
究

活動の奨励を、 長期安定的に行おうとするものです。

（６）正味財産

　

資産の部合計は、 前年度末残高 （３４３．０８億円） から１．４９億円増加し、３４４．５７億円を計上しました。

この資産の部合計から負債の部合計 （４１，９９億円） を差し引いた残りが正味財産 （自己資金） となり、

前年度 （３０１．４７億円） に対して１．ｌｏ億円増加の３０２．５７億円を計上しています。

　

なお、 財務比率の中で最も概括的で重要な指標と角ギされている自己資金構成比率 （自己資
金 （自己

資本）／総資金 （総資産）（高い値が良い）） は ８７．８％の高い比率となっています。 当比率の全国大学

法人階級分布において、 本学は中上位に位置しており、「諸活動に積極的に資金投下している状況で良

好な財政状態 （バランスの良い経営）」 を維持していると判断しています。

５． 財務状況の評価、 今後の財務運営の課題

（１）経営財務の外部評価（格付）

経営・財務の外部評価 （格付審査） を受けるに当たっては、「過年度の受審準備や評価結果が、 本学

の経営状況の点検・評価、 調査・分析の一助として、 極めて有効である」 と判断した上で、 法定の自

己点検評価活動、 マスタープランや財政計画の履行状況点検、 さらには内部監査的なＩＲ調査と連関さ

せながら行いま した。

　

その結果、 本学の判定は 「Ａ」 評価 （Ｒ＆１）・
「Ａ＋」 評価 （ＪＣＲ） を取得しました。 特に高く評価され

たコメントは次のとおりです。

経営・財務に関する格付機関の評価 （コメント）

①大学は「丁寧な教育」「高い就職力」が評価され、８年連続志願者増加、入試難易度も上昇している。

②予算統制力は高く、 収支の余裕度を低く設定しつつもキャッシュフローは安定確保している。

③予算と事業計画の連動性の高さには定評があり、ＰＤＣＡサイクルで環境変化適応性も高い。

④第ｔｌ－期施設等計画について、 計画的な資金蓄積によって対応可能である。

⑤ガバナンスについて、 既に法人・教学間の良好な関係で策定したマスタープランによって運営

　

されている。

⑥教職協働による学生サポートは厚く、良好な就職実績等の情報発信で志願者獲得基盤は維持可

能とみられる。

（５６）



（２）今後の財務運営の課題（第４次財政計画の策定までｏの継続的課題）

第６次 ＭＰ策定と第３次財政計画の改訂＊１に当たっては、 中央教育審議会答申 （「新たな未来を築

くための大学教育の質的転換に向けて」 平成２４年 ８月 ２８日）及び文科省「大学改革実行プラン（平

成２４ 年 ６月公表）」 と同一の方向で議論を行い、 教育力発揮、 募集力強化、 就職力強化、 研究高度化

並びに経営・財務強化の全経営領域にわたって、 社会的要請に適う積極的施策とそれらを強力に後押

し （一方で財政的に制限） する財政施策を明確化しました。

従い、 今後の課題は 「ＭＰ」 及び 「財政計画」 の言←画実現性を一層向上させることと
なります。

財務運営の課題（第３次財政計画（平成２５年３月２２日改訂）の総合的目標）

１）学納金収入の安定化

　

①志願者・入学者を維持・拡大し、 学納金収入の安定化を図り、 さらに、 ②入学者の正確確保の

諸施策を講じ、 これを確実なものとする。 また、 社会の要請等に基づき、 ③入学定員変更 （定員

増） について、 積極的な検討を行う。

２）補助金の増収

　

①教育．学生支援の取組を実質化して、 関係補助金交付要件を充足させ増収に繋げる。 ②国公

私競争的補助事業へ積極的に申請する。 大型研究予算を設定し③大型の研究関連補助事業への申

請を積極化する。

３）人員管理による人件費安定化

　

大学．短大の専任教職員の定常的人件費は暫く安定化する見込みであり、 これを確実にする仕組

みづくり （人件費配分計画等） を行う。 さらに、 この人件費の安定期を活かし学部改組、 募集力

の強化、 就職支援の強化などに向けた－－層の
「人材育成・適正配置の攻撃型の人事戦略」 を構築

する。

４）短大財政の健全化

　

① 「進路保証」 を目指す教育改善によって、 外部評価を高め志願者・入学者を増加させる。 附

属高校と大学を併設する学園の強みを、 更に活かすため、 ②大学・高校との協力・連携を強化す

る。 財政改善の方策として、 ③人件費抑制・学納金改訂を具体的に計画し実行する。

５）高校財政の安定化

　

①現状の入学志願者数を維持し、 所定数の入学者を確保する。 財政の安定化のために、 ②奨学

費の削減を、「生徒募集力維持」 を前提として行う。 また、 ③教職員の陣容形成は
「財政的与件」

を適えた上で計画的に行う。

６）第６次ＭＰ対応、 施設・大型設備への投資等

　

所定の金融資産を確保しつつ、 第５次ＭＰ継続施策、 第６次ＭＰの議論に基づく諸施策 （施設・設備

投資、 教職員陣容の充実等） を積極的に実施する。

７）計画的予算配分と金融資産の確保

　

計画期間中の財務運営の目標として、 帰属収入、 予算配分、 並びに金融資産確保の数値目標を

設定し、 財政施策の計画実現性向上を図る。

＊１

　

理事長からの諮問に基づき、 第６次ＭＰ策定委員会を設置。 全学的議論のもとに平成２４年６月～

平成２４年１２月 の７ヶ月に亘って、 通算１２回の会議を開催し、 第６次ＭＰ及び第３次財政計画（改訂）

の答申に至った。

（５７）



６． 計算書類

（１）資金収支計算書

（２月肖費収支計算書

（３）資金収支計算書

（４）消費収支計算書

（５）資金収支計算書

（６）消費収支計算書

（７）貸借対照表

〈経年比較〉

〈経年比較〉

〈当初予算対比〉

〈当初予算対比〉

＜部門別＞

＜部門別＞

（５８）



（１）資金収支計算書 く経年比較〉

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（単 位；千 円）

　　　　

収 入の音

　　　　　　

２４年度決

　

額

　　

２５年度決

　

額（１） ２６年度決

　

額（２）

　

増減（２）‐（１）
学納金収 入

　　　　　　　　　　　　　

６，０８８，０７４

　　　

・

　

６，０３１β１８

　　　　　

６，０９７９１１

　　　　　

６６，０９３

手 数料収 入

　　　　　　　　　　　　　　

１４６，７０２

　　　　　　

１５３，８９９

　　　　　　

１５３，２２２

　　　　　

△６７７
５２８４１

　　　　　　　　　

５１

　　　　

支出の音

　　　　　　

２４年度決

　

額

　　

２５；年度決

　

額（１） ２６年度決

　

額（２）

　

増減（２）‐（１）
人 件費支 出

　　　　　　　　　　　　　

４，６７８，４４４

　　　　　

４，７８２，９５６

　　　　　

５，１４３，６６３

　　　　　

３６０，７０７

教 育研究 経 費 支 出

　　　　　　　　　

１，７９７，２８８

　　　　　

１，８５８，８３９

　　　　　

１，７１３，９９１

　　　

△ １４４，８４８

（２）消 費 収 支 計 算 書 〈経 年 比 較〉

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ヱ：

　

円

　

′

　　　　

口

　　

目

　

′

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（単 位：千 円）

　　　

消費収入の部

　　　　　

２４年度決算額

　　

２５年度決算額（１） ２６年度決算額（２）

　

増減（２）‐（１）
学 納金

　　　　　　　　　　　　　　　

６，０８８，０７４

　　　　　

６，０３１，８１８

　　　　　

６，０９７，９１１

　　　　　

６６，０９３

　　

・′

　

、′：

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１４６７０２

　　　　　　　　

１５３８９９

　　　　　　　

１５３２２２

　　　　　　　

△ ６７７

１３４

　

７６

△１４０
３９７

　　　

消

　

支出の音

　　　　　

２４年度決

　

額

　　

２５年度決

　

額（１） ２６

　

度決‐額（２）

　

増減（２）‐（１）

人 件費

　　　　　　　　　　　　　　　

４，５５９，６６５

　　　　　

４，７７３，２４６

　　　　　

５，０４９，８４１

　　　　　

２７６，５９５

教 育 研究 経 費

　　　　　　　　　　　　

２，６６１，９１８

　　　　　

２，７５８，４３２

　　　　　

２，６２６，０１２

　　　

△ １３２，４２０

　　　　　　　　

△

　　

８０

　

５１８０

　　　　　　　

８３０

　

８２

△
△５８７乙 ２３７５７３３

　　　　　

乙｝３０４６３７０

△３

帰属収支差額 （Ａ）－（Ｂ）

　　　　　　

４６２，０８６

　　　　　　

１５７，８６６

　　　　　　

１０９，６１０

　　　　

△ ４８，２５６

事業活動キヤソシュフロー（帰属収支差額十減価償却額等－現物寄付金等）

　　　　

１，０６３，５９８

（５９）



（４）消費収支計算書 く当初予算対比〉

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（単位：千円）

　　　

消費収入の部

　　　　　　　　

予

　

算（１）

　　　　　　　

決

　

算（２）

　　　　　　

差

　

異（１）‐（２）

学納 金

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

５，９７１，６１１

　　　　　　　　

６，０９７，９１１

　　　　　　　

△ １２６，３００

手 数 料

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１６４，７００

　　　　　　　　

１５３，２２２

　　　　　　　　　

１１，４７８

寄 付 金

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

６９，６００

　　　　　　　　　

５９，７５９

　　　　　　　　　　

９，８４１

補 助金

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１，３５２，２４３

　　　　　　　

１，４５１，６２９

　　　　　　　　

△ ９９，３８６

　　

国庫補助金収入

　　　　　　　　　　　　　　　

７１８，９４３

　　　　　　　　　

８２８，３７４

　　　　　　　　

△１０９，４３１

　　

地方公共団体補助金収入

　　　　　　　　　　

６３２，９００

　　　　　　　　　

６２２，６４５

　　　　　　　　　　

１０，２５５

　　

そ の 他 補 助 金 収 入

　　　　　　　　　　　　　　　

４００

　　　　　　　　　　　

６１０

　　　　　　　　　　

△ ２１０

資 産 運用 収 入

　　　　　　　　　　　　　　　　

１４９，６４２

　　　　　　　　

１４０，６８２

　　　　　　　　　　

８，９６０

事 業収 入

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１９１，２８８

　　　　　　　　

１７６，４５４

　　　　　　　　　

１４，８３４

　

収 入

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

４８５５４４

　　　　　　　　　

４７０２９６

　　　　　　　　　　

１５２４８

　　

８３８４６２８

　　　　　　　　　　

８５４９９５４

７８５

　　　　　　　　　　

５０４９８４１

　　　　　　　　　　

△

１１

　　　

８２７７６０３

　　　　　　　　　　

８４４０３４４

　　　　　　　　　

△ １

６０１

１３，８６０

　　　　　　　　

△ ３，６３４，０９８

　

２８３

　　　　　　　　　　　　　　　

０

帰 属 収 支 差 額 （Ａ）－（Ｂ）

　　　　　　　　　

１０７，０２５

　　　　　　　　

１０９，６１０

　　　　　　　　

△ ２，５８５

（６０）



（５）資金収支計算書 く部門別〉

　　　　　

口

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（単 位：千 円）

　　　

収 入の音

　　　　　　

法 人

　

音 大

　

学

　　　　

短

　

大

　　　　　

。

　

メ

　　　　

合

　

計

学 納 金 収 入

　　　　　　　　　　　　　　　

０

　　　

４，７４４，３８３

　　　　

３５６，３８３

　　　　

９９７，１４５

　　　

６，０９７，９１１

手 数 料 収 入

　　　　　　　　　　　　　　　

０

　　　　

１１２，６６３

　　　　　

６，２８３

　　　　

３４，２７７

　　　

１５３，２２２

寄 付 金 収 入

　　　　　　　　　　　　　　　

０

　　　　　

９，６７９

　　　　　　　

０

　　　　

２５，３５８

　　　　

３５，０３７

補 助 金 収 入

　　　　　　　　　　　　　　　

０

　　　　

７７１，１０４

　　　　

４８，４５５

　　　　

６３２，０７１

　　　

１，４５１，６２９

資産 運 用 収 入

　　　　　　　　　　　　　　

０

　　　

１０５，３４５

　　　　　

８，２６３

　　　　

２９，９１０

　　　

１４３，５１９

資産 売却 収 入

　　　　　　　　　　　　　　

０

　　　

２，１７８，０００

　　　　

２０４，０００

　　　　

６１８，０００

　　　

３，０００，０００

事 業 収 入

　　　　　　　　　　　　　　　　

０

　　　

１５４，４２６

　　　　　

８，５８４

　　　　

１３，４４４

　　　

１７６，４５４

雑 収 入

　　　　　　　　　　　　　　　

２，３２６

　　　　

４４８，０５４

　　　　　

７，９５９

　　　　

６６，１９２

　　　　

５２４，５３１

前 受 金 収 入

　　　　　　　　　　　

１，９７５，９２４

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１，９７５，９２４

その 他 の 収 入

　　　　　　　　　　　

５０４，０４４

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

５０４，０４４

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

△ ２３７１０７８

　　　

支 出の音

　　　　　　

法 人

　

音

　　　　

大

　

尚 短

　

大

　　　　

高

　

交

　　　　

合

　

計

人 件 費 支 出

　　　　　　　　　　　　

８７，５４８

　　　

３，６１２，９７０

　　　　

２７７，５６６

　　　

１，１６５，５７９

　　　

５，１４３，６６３

教 育 研 究 経 費 支 出

　　　　　　　　　　　

０

　　　

１，３５０，３９７

　　　　

７２，３７８

　　　

２９１，２１６

　　

１，７１３，９９１

管 理 経 費 支 出

　　　　　　　　　　

１６６，９０９

　　　　

４２３，８７８

　　　　

２２，２２４

　　　　

８０，９９７

　　　　

６９４，００７

借 入 金 等 返 済支 出

　　　　　　　　　　　

０

　　　　

６０，０００

　　　　　　　

０

　　　　　　　

０

　　　　

６０，０００

施 設 関 係 支 出

　　　　　　　　　　　

４０，２２３

　　　　

４６９，１５４

　　　　　

６，６１８

　　　　

３９，０６７

　　　　

５５５，０６３

設 備関 係 支出

　　　　　　　　　　　

２０，４１２

　　　　

４５１，８２０

　　　　　

２，５７５

　　　　

３５，５４８

　　　　

５１０，３５５

資 産 運用 支 出

　　　　　　　　　　

２，８９２，８１９

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

２，８９２，８１９

そ の 他 の 支 出

　　　　　　　　　　　

２７３，８９７

　　　　　　　　　　　　　　　　　

一

　　　　　　　　

２７３，８９７

（予 備 費）

　　　　　　　　　　　　　　

０

　　

」

　　　　　　

－

　　　　　　

－

　　　　　　　　　　

０

資金支出調整勘定

　　　　　　　

△ ２０６，９１８

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

△ ２０６，９１８

（６）消費収支計算書 〈部門別〉

　

′

　　　　

口

　　

臼

　　

口

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（単 位：千 円）

　　　

消

　

収 入の音

　　　　　

法 人

　

音

　　　　

大

　

尚キ 短

　

大

　　　　　

暑

　

父

　　　　

合

　

言＋

学納 金

　　　　　　　　　　　　　　　　　

０

　　　

４，７４４，３８３

　　　　

３５６，３８３

　　　　

９９７，１４５

　　　

６，０９７，９１１

手 数 料

　　　　　　　　　　　　　　　　　

０

　　　

１１２，６６３

　　　　　

６，２８３

　　　　

３４，２７７

　　　　

１５３，２２２

寄 付 金

　　　　　　　　　　　　　　　　　

０

　　　　

３０，０１７

　　　　　　

２６７

　　　　

２９，４７５

　　　　

５９，７５９

補 助 金

　　　　　　　　　　　　　　　　　

０

　　　　

７７１，１０４

　　　　

４８，４５５

　　　　

６３２，０７１

　　　

１，４５１，６２９

資産 運 用 収 入

　　　　　　　　　　　　　　

０

　　　　

１０３，２８６

　　　　　

８，０７１

　　　　

２９，３２６

　　　

１４０，６８２

資 産 売 却 差 額

　　　　　　　　　　　　　　

０

　　　　　　　

０

　　　　　　　

０

　　　　　　　

０

　　　　　　　

０

事 業 収 入

　　　　　　　　　　　　　　　　

０

　　　　

１５４，４２６

　　　　　

８，５８４

　　　　

１３，４４４

　　　

１７６，４５４

　

収 入

　　　　　　　　　　　　　　　　

２３２６

　　　　

４４８「６５

　　　　　

７９５９

　　　　

１１８４７

　　　　

４７０２９６

　　　　　

２３２６

　　　　

６３６４０４３

　　　　　

４３６０００

　　　　

１７４７５８４

　　　

消費支出の部

　　　　　

法人本部 大

　

学

　　　　

短

　

大

　　　　

高

　

校

　　　　

合

　

計

人 件費

　　　　　　　　　　　　　　　

８８，０８０

　　　

３，５７４２５９

　　　　

２７８，８４８

　　　

１，１０８，６５４

　　　

５，０４９，８４１

教 育 研究 経 費

　　　　　　　　　　　　　　

０

　　　

２，０５２，４８１

　　　

１０９，３４３

　　　　

４６４，１８８

　　　

２，６２６，０１２

管 理 経 費

　　　　　　　　　　　　　

１７０，９３５

　　　　

４６２，９０２

　　　　

３０，７１０

　　　　

９６，１５０

　　　　

７６０，６９７

資 産 処 分差 額

　　　　　　　　　　　　

３，４７４

　　　　　　

２９４

　　　　　　

１４

　　　　　　　

０

　　　　　

３，７８２

徴 収 不 能 引 当 金等

　　　　　　　　　　　

０

　　　　　　　

０

　　　　　　　

０

　　　　　　

１２

　　　　　　

１２

（予 蔭

　

）

　　　　　　　　　　　　　　　

０

　　

一 －

　　　　　　

－

　　　　　　　　　　　

０

　　　　　　

立

　

△…

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

● ８４４０３４４

乙 ３６３４０９８

帰属収支差額 （Ａ）－（Ｂ）

　　

△ ２６０，１６３

　　　　

２７４，１０７

　　　　

１７，０８５

　　　　

７８，５８０

　　　

１０９，６１０

（同上当初予算額）

　　　　　

（△３２３，７３１）

　　

（４１２，０３３）

　

（△ ２６，４７９）

　　

（４５，２０２）

　

（１０７，０２５）

（６１）



（７）貸借対照表（平成２７年３月３１日現在）

　　　　　　　　　　　

－′立：千

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（単位 ： 千円）

資

　

生

　

の

　

部

　　

、

　　　

目

　　　　　　

本 年

　

度 末

　　

前 年

　

度 末

　　　

増

　　

減

固

　

定 資 産

　　　　　　　　　　　

３１，７９８ ４６０

　　　

３１，８０１０６９

　　　

△ ２６０８
有形 固 定資産

　　　　　　　　　　

２１ ２８６，５８５

　　　

２１ １７６２９８

　　　　

１１０２８６

　

土地

　　　　　　　　　　　　　　　

３

　

４６９，７７０

　　　

３

　

２０５

　

２８６

　　　　

２６４ ４８４

　

建 物

　　　　　　　　　　　　　

１３ ３１６８９１

　　

１３

　

６７８ １５７

　　

△ ３６１，２６６

　

構 築 物

　　　　　　　　　　　　　

１，２３１０４８

　　　

１ ２８４９３４

　　　

△ ５３８８７

　

教育研究用機器備品

　　　　　　

２，００２８１３

　　　

１，８３３７２６

　　　　

１６９ ０８８

　

そ の他 の機 器 備 品

　　　　　　　　　

５４，４７１

　　　　　

４２，８１５

　　　　

１１ ６５７

　

図 書

　　　　　　　　　　　　　　

１，１０５ ６６５

　　　

１，０８８，５０１

　　　　

１７ １６４

　

車師 ５７３６３

　　　　　

３８，８６２

　　　　

１８ ５０２

◆正味財産（資産－負債）

２５年度
資産

　　　　

３４，３０８，０１４①
負債

　　　　

４，１６０，５４３②
①－②

　　　

３０，１４７，４７１ ③

２６年度
資産

　　　　

３４，４５６，９２２④
負債

　　　　

４，１９９，８４２⑤
④÷⑤

　　　

３０，２５７，０８１ ⑥

正味財産の増加
⑥÷③

　　　　　

１０９，６１０

◆自己資金構成比率 全国度数分布
く自己資金／総資金， 高い値が

　　　　　　　　　　　　　　　　　

２６５８．４６２

　　　

２

　

５〇６９４５

　　　　

１５・ ５１７

　　　

良い〉

２ ０５０４６７

　　　

１ ９９６１５１

　　　　　

５４

　

３１６

　　　　　　　　　　　　　

８７，８％

４６７２１７

　　　　　

６３，３２９

　　

本法人より

　

高 い ２２６法人
３０４３３

　　　　　　

３

　

９９６ 同 じ

　

５７法 人

１３１４４

　　　　

１０１２２ 低い ２６０法人

◆内部留保資産比率 全国度数分布
く（運用資産－総負債）／総資産，

　

高い値が良い〉

　　　　　　　　　

２６．０％

本法人より

　

高い １９４法人

　　　　　

同じ ５７法人

　　　　　

低い ２９２法人

負

　

債

　

の

　

部
禾 目 本 年 度

　

末 前 年 蔓

　

末 増

　　

減
固

　

定 負 ′責 １，６３３，７５７ １・７」６、９４８ △

　

９３、１９１

長期′ 入金 ０ ０，０００ △

　

６０、０００

　　

退・ｒ．ｒ 与引当金 １．６００、５６３ ｌ モ主２７ △

　

３９、２０４

長期ラ払金 ３３、１９４

　　

，ｂ

：７， ２２ ６、０７３

流 動 負 青 ２，５６６，０８５ ２，４，３，１

　

ｒ９５ １３２，４９０
行甘日イ 入金 ６０，０００ ０ ００ ０
末払く；；

　　　

′
１６８，９６５ ２８，

Ｊ

　

」５ △

　

３９，２９０

前受く；７、 １，９７５，９２４ １，８ ０，
ー
ト‘ー１１「

１３５、４０４

預り‐〉 コ２２，９１８ ３２， ０９ ２０，６０９

仮受〈“－ ３８，２７８ ２，トＩ０ １５，７６８

負

　

債

　

の

　

部

　

合

　

計 ４，１９９，８４２ ４，１ ０・）３ ３９，２９９

基

　

本

　

金

　

の

　

部
科

　　　　

目 本 年 度 末 前 年 度 末 増

　　

減
第１号基本金 ３２，４８８，５１９ ３１，７７７，５６９ ７１０，９５１

弟コ号基本金 １，５００，０００ １，５００，０００ ０

第４号基本金 ５０４，０００ ５０４，０００ ０

基 本 金 の 部 合 計 ３４，４９２．５１９ ３３．７８１，５６９ ７１０，９５１

　　　　　

「

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

’

　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　

’

　　　　　　

、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一

消

　

費 支

　

差

　

額

　

の

　

部
ミト

　　　

目 本 年 度

　

末 前 年

　

度

　

末 増

　　

減

翌年度繰｝シ肖費支出超過額 ‘

　

４，２３５，４３９ △

　

３，６３４、０９８ ６０１，３４１

消費収支 各自の部合計 △

　

４，２３５，４３９ △

　

３．６３４，０９８ △

　

６０１、３４１

負 債 の 部 ・基本 金の 部 ・消 費

　　

３４，４５６，９２２

　　　

３４，３０８，ｏ１４

　　　　

１４８，９０９収支差額の部合計
注記

　　

１．減価償却額の累計額の合計額

　

１１，１６７，９９４千円

　　　

２．徴収不能引当金

　

１２千円

（６２）


